
別記様式１
競争参加資格確認申請書
令和　　年　　月　　日
独立行政法人日本芸術文化振興会
　　　理事長　　長谷川　眞理子　　殿
住　　　　　所
商号又は名称
代表者役職及び氏名　　　　　　　　　　　　　
令和８年７月２９日付で公告のありました「新国立劇場中長期保全計画策定業務（令和８年度）」に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
なお、独立行政法人日本芸術文化振興会会計規程第１６条及び第１７条の規定に該当する者でないこと、更生手続又は再生手続開始の申立てがなされている者ではないこと、指名停止を受けていないこと、入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと、落札した場合は書面に記載した配置予定の技術者を本業務の現場に配置すること及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。
記
１．入札説明書　記６.（３）①に定める一般競争（指名競争）参加資格認定通知書の写し
２．入札説明書　記６．（３）②に定める履行実績を記載した書面（別記様式２）
３．入札説明書　記６．（３）③に定める契約書等の写し
４．入札説明書　記６．（３）④に定める配置予定の管理技術者の資格等を記載した書面（別記様式３）
５．入札説明書　記６．（３）⑤に定める契約書等の写し
６．入札説明書　記６．（３）⑥に定める資格証等の写し
７．入札説明書　記６．（３）⑦に定める被保険者標準報酬決定通知書等の写し
８．入札説明書　記６．（３）⑧に定める誓約書（別記様式４）
以上
（押印を省略するときは下記に記載すること）　　　　
本件責任者（氏名）：　　　　　　　　　　　　
担当者（氏名）：　　　　　　　　　　　　
責任者連絡先（電話番号）：　　　　　　　　　　　　
担当者連絡先（電話番号）：　　　　　　　　　　　　
別記様式２
同種の業務の履行実績
（新国立劇場中長期保全計画策定業務（令和８年度））
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　
	競争参加資格
	平成２３年度以降に、元請として合計１,０００席以上の客席を有する劇場、映画館又は演芸場を含む施設において、中長期保全計画の策定業務を完了した実績を有すること。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２０パーセント以上の場合のものに限る。）

	業　務　名　称　等
	業務名
	

	
	発注機関名
	

	
	履行場所
	（都道府県名・市町村名）

	
	施設名
	

	
	主要用途
	（　劇場　・　映画館　・　演芸場　）※いずれかに丸を付けること。

	
	総席数
	　　　　　　　　　　　席

	
	契約金額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）

	
	履行期間
	　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	
	受注形態
	単体／共同企業体（出資比率　　％）

	
	業務内容
	


注１　同種の業務の履行実績については、平成２３年度以降かつ申請書及び資料の提出期限の日までに業務の履行が完了しているものに限り記載すること。また、併せて業務の履行実績として記載した業務に係る契約書等（契約書及び記載した業務の内容が判断できる資料）及び記載した業務の対象施設の客席数、並びに建築基準法上の主要用途が「劇場、映画館又は演芸場を含む施設」であることを確認できる資料（施設のパンフレットやホームページ等）の写しを提出すること。

別記様式３
配置予定の管理技術者の資格・業務経験
（新国立劇場中長期保全計画策定業務（令和８年度））
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　
	配置予定技術者の従事役職・氏名
	管理技術者　　〇〇　〇〇

	法令による資格・免許
	例）一級建築士（取得年）
　　技術士（技術士法による第二次試験のうち、技術部門を建設部門、または総合技術監理部門（選択科目を「建設」とするものに限る。）とするものに合格した者に限る）の資格を有する者の資格を有すること。（取得年）

	同種の業務の経験の概要
	業務名
	

	
	発注機関名
	

	
	履行場所
	（都道府県名・市町村名・施設名・総席数）

	
	契約金額
	

	
	履行期間
	　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	
	従事役職
	管理技術者、技術者

	
	業務内容
	


注１　法令による資格・免許については、それを有することが確認できる免許等の写しを添付すること。
注２　申請者との直接的かつ恒常的な雇用関係の有無を確認できる資料（健康保険・厚生年金保険 被保険者標準報酬決定通知書、住民税特別徴収税額の通知書・変更通知書等）の写しを添付すること。
注３　配置予定技術者の同種業務の経験については、平成２３年度以降かつ申請書及び資料の提出期限の日までに業務の履行が完了しているものに限り記載すること。また、併せて業務の履行経験として記載した業務に係る契約書等（契約書及び記載した業務の内容が判断できる資料）及び記載した業務の対象施設の客席数、並びに建築基準法上の主要用途が「劇場、映画館又は演芸場を含む施設」であることを確認できる資料（施設のパンフレットやホームページ等）の写しを提出すること。
注４　申請時に配置予定技術者を特定できない場合は、配置予定の技術者として複数の候補技術者の資格及び同種の業務の経験等を記載することもできるが、その場合、各配置予定技術者とも競争参加資格の要件を満たしていなければならない。その際は配置予定技術者全てについて別記様式３を提出すること。
別記様式４
誓　　約　　書
当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。また、貴職において必要と判断した場合に、別紙役員等名簿により提出する当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。
記
　１　契約の相手方として不適当な者
（１）役員等（個人である場合はその者、法人である場合はその役員又はその支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、以下の各号に掲げる反社会的勢力への対応に関する規程（独立行政法人日本芸術文化振興会規程第４１７号）第２条第１項のいずれかに該当する者（以下、反社会的勢力という。）であるとき。
１）暴力団（その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。以下同じ。）
２）暴力団員（暴力団の構成員をいう。以下同じ。）
３）暴力団準構成員（暴力団又は暴力団員の一定の統制の下にあって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがある者又は暴力団若しくは暴力団員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力する者のうち暴力団員以外のものをいう。以下同じ。）
４）暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、準構成員若しくは元暴力団員が実質的に経営する企業であって暴力団に資金提供を行うなど暴力団の維持若しくは運営に積極的に協力し、若しくは関与するもの又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し暴力団の維持若しくは運営に協力している企業をいう。以下同じ）
５）総会屋
６）社会運動等標ぼうゴロ（社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。以下同じ）
７）特殊知能暴力集団（前六号に掲げる者以外のものであって、暴力団との関係を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資金的なつながりを有し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。）
８）その他前各号に準ずる者。
（２）反社会的勢力が経営に実質的に関与しているとき。
（３）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、反社会的勢力を利用するなどしたとき。
（４）役員等が、反社会的勢力に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的若しくは積極的に反社会的勢力の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。
（５）役員等が、反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
　２　契約の相手方として不適当な行為をする者
（１）暴力的な要求行為を行う者
（２）法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
（４）偽計又は威力を用いて契約担当役等の業務を妨害する行為を行う者
（５）その他前各号に準ずる行為を行う者
　　令和　　年　　月　　日
　独立行政法人日本芸術文化振興会
　理事長　　長谷川　眞理子　　殿
	〔住    所〕
〔商号又は名称〕
〔代表者役職及び氏名〕
	（押印を省略する場合は下記に記載すること）
本件責任者（氏名）　　　　　　　　　　　　　　 
担　当　者（氏名）　　　　　　　　　　　　　　 
責任者連絡先（電話番号）：　　　　　　　　　　　
担当者連絡先（電話番号）：　　　　　　　　　　　


· 個人の場合は、氏名欄の下に生年月日を記載すること。
· 法人の場合は、役員の氏名及び生年月日を記載した資料を添付すること。
別記様式４
（別紙）
役員等名簿
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	役　職　名
	（フリガナ）
氏　　名
	生年月日
	備　考

	
	（　　　　　　　　　）
	年  月  日
	

	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　　）
	年  月  日
	

	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　　）
	年  月  日
	

	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　　）
	年  月  日
	

	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　　）
	年  月  日
	

	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　　）
	年  月  日
	

	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　　）
	年  月  日
	

	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　　）
	年  月  日
	

	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　　）
	年  月  日
	

	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　　）
	年  月  日
	

	
	
	
	


(注)法人の場合､本様式には､登記事項証明書に記載されている役員全員を記入してください｡
別記様式５
令和　　年　　月　　日
質問書
独立行政法人日本芸術文化振興会
理　事　長　　　長谷川　眞理子　　殿
	質問者
	
	

	
	【住所】
	

	
	【商号又は名称】
	

	
	【代表者役職及び氏名】
	

	
	
	

	
	【担当部署・担当者名】
	

	
	【担当者連絡先】
	TEL：

	
	
	Mail：


件 名　　新国立劇場中長期保全計画策定業務（令和８年度）
以下の内容について御回答ください。
	№
	該当箇所
資料名・頁・項目
	質問事項

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


別記様式６
紙入札方式参加希望承諾願
令和    年    月    日
 独立行政法人日本芸術文化振興会
　　　理事長　　長谷川　眞理子　　殿
                                             住　　　　　所
商号又は名称
代表者役職及び氏名　　　　　　　　　　　　　
令和８年７月２９日付で公告のありました「新国立劇場中長期保全計画策定業務（令和８年度）」は、電子入札対象案件でありますが、今回は当社は下記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、今回に限り紙入札方式での参加を希望いたします。
記
	電子入札システムでの参加ができない理由（必須）


	


（押印を省略する場合は下記に記載すること）
本件責任者（氏名）：　　　　　　　　　　　　
担当者（氏名）：　　　　　　　　　　　　
責任者連絡先（電話番号）：　　　　　　　　　　　　
担当者連絡先（電話番号）：　　　　　　　　　　　　
